
（１）住宅部分の認定を受ける場合

※300戸超の認定区分については、長期優良住宅と同様に設定しない。

（２）建築物全体の認定を申請する場合

　①共同住宅等の場合　（同時に住宅部分の認定申請をする場合を含む）

（R7.4.1現在）

【大田原市】

低炭素建築物新築等計画の認定の申請に係る手数料分

※認定を受けた低炭素建築物新築等計画の変更にあっては、それぞれの手数料の１/２の
額【※戸数、共用部分、非住宅部分が増える場合は、それぞれ当初の手数料の額】

次に掲げる金額を合計した金額　（（ⅰ）＋（ⅱ）＋（ⅲ））

10,000㎡超え25,000㎡以内の場合 １５３，０００円 ７５３，０００円

　　　　　　25,000㎡超えの場合 １９１，０００円 ８６０，０００円

2,000㎡超え　5,000㎡以内の場合 ７７，０００円 ５２１，０００円

5,000㎡超え10,000㎡以内の場合 １２１，０００円 ６３９，０００円

（ⅲ）　次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額　（非住宅の部分）

非住宅部分の床面積の合計が300㎡以内の場合 ９，０００円 ２２９，０００円

 300㎡超え　2,000㎡以内の場合 ２５，０００円 ３６６，０００円

次に掲げる場合の区分（申請の戸数）に応じ、それぞれ次に定める金額

区　分

一戸建ての住宅

（a）適合書添付の場合（b）　（a）以外の場合

４，０００円 ３３，０００円

１戸 ４，０００円 ３３，０００円

２～５戸 ９，０００円 ６６，０００円

２６８，０００円

６～１０戸 １５，０００円 ９３，０００円

１１～２５戸 ２５，０００円 １３０，０００円

１２１，０００円 ３６３，０００円

２００戸超　　　 １５３，０００円 ４７６，０００円

２６～５０戸 ４３，０００円 １８７，０００円

５１～１００戸 ７７，０００円

共同住宅等
（申請の戸数）

※認定を受けた低炭素建築物新築等計画の変更にあっては、既に認定を受けた住宅部分に
ついては、それぞれの手数料の１/２の額【※戸数が増える場合は、新規の別申請】

（ⅰ）　建築物全体の戸数に応じ、それぞれ次に定める金額　（（１）と同額）

共同住宅等
（申請の戸数）

１戸 ４，０００円 ３３，０００円

２～５戸 ９，０００円

１０１～２００戸

６６，０００円

６～１０戸 １５，０００円 ９３，０００円

１１～２５戸 ２５，０００円 １３０，０００円

２６～５０戸 ４３，０００円 １８７，０００円

５１～１００戸 ７７，０００円 ２６８，０００円

１０１～２００戸 １２１，０００円 ３６３，０００円

２００戸超　　　 １５３，０００円 ４７６，０００円

（ⅱ）　次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額　（共同住宅の共用部分）

９，０００円 １０４，０００円

２５，０００円 １７２，０００円

７７，０００円 ２６７，０００円

共用部分の床面積の合計が300㎡以内の場合

 300㎡超え　2,000㎡以内の場合

2,000㎡超え　5,000㎡以内の場合

5,000㎡超え10,000㎡以内の場合

10,000㎡超え25,000㎡以内の場合

　　　　　　25,000㎡超えの場合

１２１，０００円 ３４３，０００円

１５３，０００円 ４１０，０００円

１９１，０００円 ４７８，０００円



②非住宅の場合

　　　昇降機

　　　小荷物専用昇降機

１５，０００円

７，０００円

　　床面積の合計が1,000㎡以内の場合 １６６，８００円

　　　 1,000㎡超え　　2,000㎡以内の場合

※構造計算適合性判定が適用される場合は、法の規定に基づかない判定となるため、県手数料

　条例第442項の1のロに規定する判定手数料に消費税相当金額を加算した金額

　　　10,000㎡超え　 50,000㎡以内の場合 ３３６，９００円

　　　50,000㎡超えの場合 ６１９，３５０円

３　建築設備が設置される建築物については一の建築設備ごとに、それぞれ次に定める金額

２２２，４５０円

  　　 2,000㎡超え　 10,000㎡以内の場合 ２５５，０００円

　　　50,000㎡超えの場合 ３３７，９５０円

（２）　（１）に掲げる判定以外の構造計算適合判定

　　　 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

　　　 1,000㎡超え　　2,000㎡以内の場合 １４３，７００円

  　　 2,000㎡超え　 10,000㎡以内の場合 １５７，３５０円

　　　10,000㎡超え　 50,000㎡以内の場合 １９９，３５０円

２　構造計算適合判定を要する建築物ごとに次に掲げる構造計算適合判定の区分に応じ、

　　それぞれ次に定める金額

（１）　大臣認定プログラムにより適正に行われたものであるかの判定

　　　 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれの定める金額

　　床面積の合計が1,000㎡以内の場合 １１５，３５０円

　　　　　　25,000㎡超えの場合 １９１，０００円 ８６０，０００円

※認定を受けた低炭素建築物新築等計画の変更にあっては、それぞれの手数料の１/２の
額【※非住宅部分が増える場合は、当初の手数料の額】

5,000㎡超え10,000㎡以内の場合 １２１，０００円 ６３９，０００円

10,000㎡超え25,000㎡以内の場合 １５３，０００円 ７５３，０００円

 300㎡超え　2,000㎡以内の場合 ２５，０００円 ３６６，０００円

2,000㎡超え　5,000㎡以内の場合 ７７，０００円 ５２１，０００円

次に掲げる金額を合計した金額　（①の（ⅲ）と同額）

非住宅部分の床面積の合計が300㎡以内の場合 ９，０００円 ２２９，０００円

　　　　　30㎡超え　　　100㎡以内の場合

　　　 　200㎡超え　　　500㎡以内の場合

　　　 　500㎡超え　　1,000㎡以内の場合

　　　 1,000㎡超え　　2,000㎡以内の場合

  　　 2,000㎡超え　 10,000㎡以内の場合

　　　10,000㎡超え　 50,000㎡以内の場合

●建築基準法第６条第１項の規定に基づく建築基準関係規定への適合審査申請手数料分

次に掲げる金額を合計した金額

1　次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める金額

　　床面積の合計が30㎡以内の場合 ９，０００円

　　　50,000㎡超えの場合

１６，０００円

２８，０００円

４３，０００円

６６，０００円

９４，０００円

１９０，０００円

３１０，０００円

５６０，０００円

　　　　 100㎡超え　　　200㎡以内の場合


